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資料３

高等専門学校の現状と課題

１ 高等専門学校制度の創設の経緯

昭和３７年度 産業界からの強い要望に応えるため、実践的技術者を養成する高等教育機関と

して制度創設

昭和４２年度 外航船舶職員の養成を目的とする商船に関する学科が設置できるよう分野の

拡大

昭和５１年度 主として高等専門学校卒業生を受け入れ、学部、大学院（修士）一貫した教育

を行うことを目的とした長岡技術科学大学と豊橋技術科学大学を創設

平 成 ３ 年 度 高等専門学校制度の改正(卒業生に称号（準学士）付与、分野の拡大、専攻科

制度の創設）
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２ 高等専門学校の制度の内容

(1) 目 的 深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成する。

(2) 修 業 年 限 ５年、ただし商船に関する学科は５年６月

(3) 入 学 対 象 中学校卒業者

(4) 教 員 組 織 校長、教授、助教授、講師及び助手

(5) 教員の任用 国公立高等専門学校の教員（教育公務員特例法の適用あり。）

(6) 教育課程等 ①一般科目と専門科目をくさび型に配当して、５年間一貫した教育で効果的な

専門教育を行っている。（卒業要件単位数は、１６７単位以上。ただし、商

船に関する学科は、１４７単位以上。）

②１学級４０人編成で、学年制をとっている。

(7) 称 号 高等専門学校卒業生は、準学士と称することができる。

(8) 進 学 高等専門学校卒業後、専攻科へ進学、大学に編入学の途がある。

３ 高等専門学校制度の改善

(1)平成３年「高等専門学校教育の改善について（大学審答申）」）を受け、制度改正

○ 準学士の称号の創設

○ 高等専門学校の分野の拡大

○ 専攻科制度の創設（学位授与機構による高等専門学校専攻科修了者による「学士」の学位

授与）

○ 高等専門学校設置基準の改正（大綱化、弾力化）

ex. 学科の種類に関する具体的例示の廃止、基本的な授業科目名の例示の廃止、学生が履修

すべき単位数の廃止、自己点検、評価システムの導入等

(2)平成１０年「21世紀の大学像と今後の改革方策について（大学審答申）」を受け、制度改正

○ 高等専門学校設置基準の改正

ex. 自己点検・評価の義務化及び外部の者による検証の努力義務化、情報の積極的提供、教

育内容等の改善のための組織的な取組
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４ 現 状

（１）設置者別学校・学科・学級数及び入学定員等 （平成１４年度）

区 分 学 校 数 学科数 学級数 入 学 定 員 在 学 者 数

校 学科 学級 人 人
計 ６２(４２) ２６６ ２７２ １０，８９０(７５４) ５５，３９１（１，９５８）

国 立 ５４(３９) ２３８ ２３８ ９，５２０(６９６) ４８，６４８（１，８３５）

公 立 ５( ２) １８ ２３ ９２０( ４４) ４，５２６（ １０９）

私 立 ３( １) １０ １１ ４５０( １４) ２，２１７（ １４）

（注）１．在学者数は、平成１４年度学校基本調査報告書（速報）（専攻科は専門教育課調べ）による。
２．学校数の（ ）は、専攻科を設置する学校数で内数。入学定員及び在学者数の（ ）は、
専攻科の員数で外数。
３．上記に加え、平成１４年１０月１日に沖縄工業高等専門学校（国立）が創設される予定である。

（２）分野別学科数・入学定員 (平成１４年度）

工 業 商 船 工業、
区 分 商 船 合 計

機械系 電気・ 情報系 化学系 土木 その他 商船系 以 外
電子系 建築系

学 科 数 59 81 43 31 39 4 5 4 266

入 学 定 員 2,490 3,345 1,725 1,240 1,565 165 200 160 10,890

(注)１．「その他」とは、航空工学科、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ情報工学科、ﾃﾞｻﾞｲﾝ工学科、ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科であ
る。
２．「工業、商船以外」とは、経営情報学科、情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科及び国際流通学
科である。
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(4)高等学校卒業者の高等専門学校４年次への編入学の状況

（注）専門教育課調べ

区 分 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

志 願 者 数 ７５０人 ６８５人 ７３７人 ８３７人 ８３１人

編 入 学 者 数 ３０４人 ２９８人 ３０９人 ３４６人 ３６７人

編 工 業 高 校 ２８８人 ２７０人 ２８７人 ３０５人 ３２６人

入

内 普 通 高 校 １４人 ２１人 １５人 ３７人 ３５人

訳

その他高校 ２人 ７人 ７人 ４人 ６人

普通高校からの編入学を認めている高等専門学校（１４年度－４６校）
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（５）卒業者の進路状況の推移

区 分 ９ 年 度 １ ０ 年 度 １ １ 年 度 １ ２ 年 度 １ ３ 年 度

(10年3月卒) (11年3月卒) (12年3月卒) (13年3月卒) (14年3月卒)

卒 業 者 数 １０，０７７人 ９，８３６人 ９，８４９人 ９，８３３人 ９，７８０人

就 職 者 数 ６，６７６人 ６，１９５人 ５，８７９人 ５，８２０人 ５，４７９人
(６６．２％) (６３．０％) (５９．７％) (５９．２％) (５６．０％)

求 人 倍 率 １１．４倍 １０．８倍 ８．０倍 ９．４倍 １０．７倍

進 学 者 数 ２，９２６人 ３，０８４人 ３，３０５人 ３，４３６人 ３，６２８人

２，６７５人 ２，４６１人 ２，５０８人 ２，５４６人 ２，６６５人うち大学編入学者数

進 学 率 ２９．０％ ３１．４％ ３３．６％ ３４．９％ ３７．１％

２６．５％ ２５．０％ ２５．５％ ２５．９％ ２７．２％うち大学編入学率

（注）１．学校基本調査報告書による。（１３年度は、速報値）

２．就職進学者は、就職者数に計上。

３．求人倍率は、専門教育課調べ。

（６）国・公立高等専門学校の専攻科設置学校数及び入学定員

区 分 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 計10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

学 国立 ２校 ４校 ３校 ３校 ４校 ３校 ３校 ３校 ６校 ４校 ４校 39校

校 公立 － － － － １校 － １校 － － － － ２校

数 私立 － － － － － － － － － １校 － １校

国立 40人 72人 52人 52人 72人 48人 56人 52人 76人 68人 696人108人
入学
公立 － － － － 20人 － 12人 － 12人 － 44人

定員

私立 － － － － － － － － － 14人 － 14人
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（７）高等専門学校専攻科卒業生の大学院進学状況

区 分 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度
(６年３月卒業) (７年３月卒業) (８年３月卒業) (９年３月卒業) (10年３月卒業)

修 了 者 数 ４７人 １２２人 １９１人 ２４６人 ３５３人

大学院進学者数 ９人 ２５人 ４６人 ５９人 ７３人

大学院進学率 １９．１％ ２０．５％ ２４．１％ ２４．０％ ２０．７％

区 分 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度
(11年３月卒業) (12年３月卒業) (13年３月卒業) (14年３月卒業)

修 了 者 数 ４０４人 ４８７人 ６１９人 ７７０人

大学院進学者数 １０８人 １３３人 １５５人 ２２０人

大学院進学率 ２６．７％ ２７．３％ ２５．０％ ２８．６％

（注）専門教育課調べ。

高等専門学校の専攻科は、大学評価・学位授与機構の認定を受けており、専攻科修了時に大学評価・

学位授与機構の審査に合格すれば学士の学位が取得でき、大学院入学資格が得られる。

（８）後期中等教育・高等教育における位置（在学生数）

１ ５ 才 段 階 １ ８ 才 段 階

区 分 工 業 系 全 体 区 分 工 業 系 全 体

高等専門学校 11,067 11,445 高等専門学校 10,636 10,959
( 8.2%) ( 0.8%) ( 5.6%) ( 1.0%)

高 校 121,716 1,358,846 短 期 大 学 5,524 131,409
(89.9%) (97.3%) ( 2.9%) (12.3%)

専 修 学 校 2,617 26,867 110,322 611,983
（高等課程） ( 1.9%) ( 1.9%) 大 学 (58.3%) (57.2%)

専 修 学 校 62,927 314,714
（専門課程） (33.2%) (29.5%)

135,400 1,397,158 189,409 1,069,065
計 (100.0%) (100.0%) 計 (100.0%) (100.0%)

（注）１．平成１３年度学校基本調査報告書による。

２．専修学校については、入学者数である。
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短期大学及び高等専門学校の在り方について
総会への審議経過報告（平成 年 月 日大学審議会）12 11 22

はじめに
（中略）

Ⅰ 短期大学及び高等専門学校の現状

１．短期大学の現状
（中略）

２．高等専門学校の現状

高等専門学校制度は、高度経済成長の中、我が国の工業の発展を支える中堅技術者
の養成を望む産業界の需要を背景に、昭和３７年度に創設された。

、 、 、制度創設以来 中学校卒業者を対象とした５年一貫の教育の中で 学年制を採用し
学級を基本としたきめ細かい教育、一般科目と専門科目をくさび形に配置した教育課
程、実験・実習を重視した実践的教育等の特色により、発想力豊かな実践的技術者を
養成する高等教育機関として産業界からも高い評価を得て今日に至っているが、高等
専門学校を取り巻く状況にも次のような変化が見られる。

（１）ものづくりに関する技術の強化への対応
若年層を中心としたものづくり離れや生産拠点の海外移転等を背景に、産業界の
各分野で我が国の経済発展において重要な役割を担ってきた、ものづくりの基盤と
なる技術の空洞化が懸念されるようになってきている。
高等専門学校は、実践的技術者を養成する教育機関として、ものづくりに関する
技術を創造し、発展させる人材を育成する上で大きな役割を担っていくことが期待
されている。

（２）科学技術の高度化、社会の複雑化への対応
近年の科学技術の高度化、社会の複雑化・高度化の中で、若者の高学歴志向が高
まっている。
高等専門学校の卒業者のうち、大学の３年次や高等専門学校専攻科への進学者が
現在３割を超え、１０年間で約３倍となっており、高等専門学校卒業生の進学志向
も年々顕著になってきている。高等専門学校専攻科は現在までに３３校に整備され
ているが、このような状況を踏まえ、高等専門学校における専攻科の整備が重要な
課題となっている。

（３）高等専門学校の規模
、 、 、高等専門学校は 制度創設以後 工業以外の分野への拡大等の制度の充実を経て

現在、国立５４校、公立５校、私立３校が設置されており、設置形態としては国立
学校が中心となっている。また、１８歳段階の高等教育機関在学者のうち高等専門
学校の学生の占める割合は約１％、それを工業系分野に限っても約５％と、高等教
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育機関の中では小規模な学校種となっており、社会的認識の面で様々な問題が指摘
されている。

Ⅱ 短期大学及び高等専門学校の制度上の位置付け等に関する検討課題

、 、本ワーキング・グループでは 短期大学及び高等専門学校の現状を踏まえるとともに
高等教育の普遍化、生涯学習社会への移行、男女共同参画社会の実現、高度な知識が求
められる社会における多様な高等教育需要の増大等の我が国の高等教育全般を取り巻く
課題を視野に入れて審議を行ってきたところである。ここでは、その審議における主な
議論を示すこととするが、これらについては、後記Ⅲに示す視点を含めて、更に検討を
進める必要があると考える。

１．短期大学の制度上の位置付けと大学の修業年限の在り方について
（中略）

２．高等専門学校の制度上の位置付けについて

（ ） 、 。１ 高等専門学校が今後果たすべき役割については 次のような議論や意見があった

○ 我が国の産業基盤は高度な技術と技能に裏打ちされた、ものづくりによって支え
られてきたと言われているが、近年ものづくりの基盤となる技術の空洞化が懸念さ
れており、今後、ものづくりに関する技術を創造し発展させるような人材の育成が
重要な課題となっている。

、 、○ 高等専門学校は ５年一貫の技術教育を行う実践的技術者養成機関として発展し
その教育成果は産業界等から高い評価を受けてきており、今後とも、ものづくりに
関する技術を創造し発展させる人材を育成する上で大きな役割を果たすことが期待
される。

○ 産業技術の高度化に伴って、新技術の創造を可能とするような高い創造性を持っ
た人材の供給が求められており、高等専門学校について、教育内容を科学技術や学
術の進展に即応させるための研究機能を持たせることが必要となっているのではな
いか。

（２）高等専門学校の制度上の位置付けについては、次のような議論や意見があった。

○ 高等専門学校を中学校卒業を入学資格とし、後期中等教育段階から一貫して教育
を行う大学として位置付けることが適当ではないか。また、このような大学の３年
次修了者については、現在の高等専門学校の３年次修了者と同様に大学入学資格が
認められることとしてはどうか。
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○ このような大学の法制上の位置付けについては、その特性を踏まえ、学校教育法
第１条に規定する大学とは別の学校種とすることや、名称（ 専科大学」等）等につ「
いて更に検討する必要があるのではないか。

○ 後期中等教育段階を含む学校を大学と位置付けることには、法制上の整理が必要
ではないか。

以上の意見等を踏まえて、今後、次のような課題について更に検討することが必要
である。
①高等専門学校の制度上の位置付けの見直しについて
②①を踏まえた高等専門学校の名称の在り方について

３．その他
（中略）

Ⅲ 今後の検討について

今後の短期大学及び高等専門学校の在り方については、前記Ⅱで提起したような具
体的な検討課題がある。
一方、この問題について、今後、総会等で更に検討するに当たっては、現在進行し
ている教育改革、大学改革の検討状況についても留意する必要がある。例えば、最近
においても、教育改革国民会議の中間報告「教育を変える１７の提案 （平成１２年９」
月２２日）において、大学の学部では、教養教育と専門基礎を中心に行い、大学院へ
は学部の３年修了から進学することを一般的なものとしてはどうかといった提言がな
されるなど、大学の学部教育の在り方について検討すべき課題がある。
また、このワーキング・グループでは、総会から託された審議事項である短期大学
及び高等専門学校の在り方を中心として審議を進めてきたが、短期高等教育機関全般
という広がりでとらえた場合、専門学校（専修学校専門課程）が、実際的な知識・技
術等を修得するための実践的な職業教育・専門技術教育機関として重要な役割を果た
してきていることから、専門学校の在り方についても視野に入れつつ検討することが
必要である。
さらに、今日、社会、経済、文化のグローバル化が急速に進展しており、短期高等
教育機関に対しては、生涯学習需要への積極的な対応、国際的な交流・貢献の在り方
を含め、その特性を生かした改革方策が求められている。そして、このことについて
は、本審議会の「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方について（審議の
概要 （平成１２年６月３０日）においても、短期大学及び高等専門学校の制度上の）」
位置付けの検討に当たって、グローバル化時代への対応という観点を踏まえて検討を
行う必要がある旨言及しているところである。
今後、総会等において短期大学及び高等専門学校の在り方について検討を行うに当
たっては、前記Ⅱで提起したような具体的な課題について、上に述べた各観点をも視
野に入れつつ具体的に検討を進めていくことが必要であると考える。


